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１  公募の趣旨 

東京都（以下「都」という。）では、現在、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支

援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「障害者総合支援法」という。）及び

児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に基づき、多様な地域生活基盤の場の整備を推進

しています。しかし、都市部では地価水準が高く、用地取得が困難であることなどにより、

十分な整備が進んでおりません。 

このため、都では、区市町村との密接な連携の下、都有地を社会福祉法人等の民間事業者

（以下「事業者」という。）に低廉な価格で貸し付けることにより、地域の福祉インフラ整

備を促進することにしました。 

本公募は、都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業実施要綱（障害）（平成１９年

３月２３日付１８福保障計第１３４２号。以下「実施要綱」という。２５ページ参照）に基

づき、障害福祉サービス事業所を整備するものです。また、障害者の重度化・高齢化や「親

亡き後」を見据え、障害者の生活を地域全体で支える地域生活支援拠点の面的な体制の一部

としての整備も図り、質の高い福祉サービスを継続的に提供する事業者を募集するもので

す。 

 

２  公募施設及び規模等 

  本事業は、都が土地を賃貸し、土地を借り受ける事業者が自ら障害福祉サービス事業所及び

障害児通所支援事業所を建設し、運営していただくものです。 

（１） 整備する事業及び定員 

ア 障害者総合支援法に基づく共同生活援助 定員１２人以上 

（重度重複障害者（車椅子利用）３人以上、体験利用者１名を含む） 

  （ア）地域生活支援拠点の面的な体制の一部として整備し、１床は「体験の機会・場」とし

て活用する。 

イ 障害者総合支援法に基づく短期入所（単独型又は併設型）定員４人以上 

（主たる対象者：知的障害者） 

  （ア）たんの吸引や経管栄養等、日常生活を送る上で医療的ケアが必要な障害者に対応でき

ること。 

  （イ）医療的ケアが必要な障害者の利用時間帯は、原則、看護師又は喀痰吸引等研修（第１

号または第２号）を受講している生活支援員等を配置すること。 

  （ウ）地域生活支援拠点の面的な体制の一部として整備し、緊急時の受入れ（１人）に対応

すること。 

ウ  障害者総合支援法に基づく生活介護 定員２０人以上 

   （うち５名以上は東京都重症心身障害児（者）通所事業を実施する施設として指定を受

けること。） 

 エ  障害者総合支援法に基づく相談支援 

  オ  その他任意の事業 

※任意の事業を併設する場合の条件については、実施要綱第２条第２項をご確認くだ

さい。ただし、併設を希望する場合は、安定した経営が見込めるものを検討し、提案し

てください。 
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 ＜注意事項＞ 

  ア 必須事項ア及びイについては、障害特性、性別を考慮した支援ができるようなユニット

分け、居室配置等の工夫が必要となります。 

  イ 建物及び設備は、重度重複障害者、医療的ケアが必要な障害者、重症心身障害者等の受

入れを考慮し、余裕を持った設計が必要となります。 

  ウ 整備・運営する事業は、法令、要綱等の改正により変更となる場合があります。 

  エ 建物は４階建てまでとします。ただし、低層階とすることが望ましいです。 

（２）開設時期  

令和９年３月（予定） 

（３）留意事項 

   障害福祉サービス事業所の整備に関して、事業者はそれぞれ関係する法令の規定に基づく

施設基準を満たすとともに、「７ 施設整備及び運営に関する基本的事項」による条件を満

たすことが必要です。 

 

３  応募資格 

  本公募に応募できる事業者は以下の資格要件をすべて満たすことが必要です。 

  なお、同一の応募事業者が複数の提案を行うこと及び複数の事業者が共同で申し込むことは

できません。 

（１）主体 

    以下のいずれかの法人格を有すること。 

  ア 社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第２２条に規定する社会福祉法人 

  イ 医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３９条に規定する医療法人 

  ウ 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号）第２条に規定する特定非営利活動法 

   人 

  エ 一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成１８年法律第４８号）に規定する一

般社団法人又は一般財団法人 

  オ 日本赤十字社法（昭和２７年法律第３０５号）に規定する日本赤十字社 

  カ 会社法（平成１７年法律第８６号）第２条第１号に規定する会社 

  キ 前各号に定めるもののほか、福祉局長が認める事業者 

 

（２）財務状況  

 ア 応募時において、事業開始当初の運営資金が確保されていること。 

    年間事業費（予算額）の１２分の２以上及び法人事務費（１００万円以上）を自己資金

で確保していること（金融機関からの借入金は認めない。）。 

  イ 直近の決算において、債務超過でないこと（現状及び整備計画による負債金額が資産総

額の２分の１を超えないこと。）。 

    債務超過を解消するために出資等を行い、申請時点では債務超過が改善している場合で

あっても認められません。 

  ※ 上記２つは、施設整備に関する補助制度の利用を予定する場合、補助協議時にも求めら
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れる条件となります。 

（３）事業実績 

障害者総合支援法に規定する障害福祉サービス事業所等令和５年４月１日現在において

１年間以上運営している事業者とします。 

（４）その他 

 ア 都が開催する事業者説明会に参加（１０ページ参照）していること。 

 イ 既設の障害福祉サービス事業所※において、指導監査等により指摘事項を受けていない、

又は改善済みであること。 

  ウ 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しないこと。 

  エ 東京都競争入札参加有資格者指名停止等取扱要綱（平成１８年４月１日１７財経総第１

５４３号）に基づく指名停止期間中でないこと。 

  オ 東京都暴力団排除条例（平成２３年３月１８日条例第５４号）第２条に規定する暴力団、

暴力団員または暴力団関係者ではないこと。 

  カ 無差別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律（平成１１年法律第１４７号）第

８条第２項第１号に掲げる処分を受けている団体に所属し又は関与していないこと。 

※ 障害者総合支援法第５条に規定する障害福祉サービス（居宅介護、重度訪問介護、同

行援護、行動援護、療養介護、生活介護、短期入所、重度障害者等包括支援、施設入

所支援、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援、就労定着支援、自立生活援助及び

共同生活援助）を指す。 

 

４ 貸付予定地（敷地）の概要 

（１）所在地 

《地  番》東京都板橋区栄町３５番１１、１４、１６及び１７ 

    ※３５番１７は地下部分のみ貸付 

《住居表示》東京都板橋区栄町３５番２号 

（２）敷地面積 

１，５３７．３９㎡（現況：更地） 

※「現地案内図」（２２ページ）/「地積測量図」（２３、２４ページ）を参照 

（３）土地の状況 

  ア 更地 

  イ 地盤調査の結果、予定外の地中埋設物または土壌汚染等が判明した場合には、その取

扱いについて協議を行うこととします。 

（４）一団地認定について 

 ア  貸付予定地を含む板橋キャンパス構内全体は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１

号）第８６条の２第１項の規定による認定を受けており、一団地認定を維持するため

に、本整備事業も一団地認定基準に適合したものとしてください。 

なお、原則として、事業計画の検討にあたっては、一団地内の他の設定敷地における

整備内容に影響がないよう、本整備事業の敷地においては、一部の接道条件の緩和を除

き、本整備事業の設定敷地内にて完結する容積率、建蔽率、日影、緑化基準等の計画と

してください。 
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イ  本整備事業に当たっては、建築確認申請前に一団地認定の変更の手続が必要です。 

なお、当一団地認定されている他の設定敷地については、都が他の施設等の工事を進

めておりますので、必要に応じて当該設計事業者等と誠実に調整し、協力して進めてく

ださい。一団地内で各事業者の同意が求められる場合には、速やかに同意するなど誠実

に対応してください。 

  ウ 一団地認定の変更手続に必要な手数料は、事業者が負担するものとします。 

（５）建築上の法規制等 

  ア 当該地域地区等 

用途地域 第二種住居地域 

建蔽率の最高限度 ６０％ 

容積率の最高限度 ３００％ 

防火地域 準防火地域 

日影規制 敷地境界線から５ｍ超  ４時間以上 

      １０ｍ超  ２．５時間以上 

高度地区 第三種高度地区 

 イ 計画道路 なし 

 ウ 地区計画等 なし 

 エ 埋蔵文化財 調査対象外区域 

 オ 水害関係 なし 

 カ その他、関係法令及び条例・要綱 

    「７（１）遵守すべき法令等」その他関係法令等を十分確認し、担当部署と協議して

ください。 

（６）接道状況 

    北側 区道（幅員７ｍ） 

（７）最寄駅 

  東武東上線「大山駅」下車徒歩約４分 

 都営地下鉄三田線「板橋区役所前駅」下車徒歩約１０分 

（８）所在地域の特性 

 ア 計画地は、東武東上線、都営地下鉄三田線の駅から近く、交通の便の良い場所です。 

また、近くに区役所、文化会館をはじめとする公共施設、病院、商店街等があり、生活

のための利便性が高い場所です。 

  イ 計画地の近隣（一団地内の他の設定敷地）においては、「板橋キャンパス跡地活用プラ

ン」（別添資料）に基づき、都により社会福祉施設建替え促進施設や災害備蓄倉庫等が整

備される予定です。 

  ウ 「板橋キャンパス跡地活用プラン」（別添資料）に基づく整備の内、高齢者ゾーンにつ

いては、既に整備が終わり、運営を開始しています。 

（９）現地の見学 

計画地は、現在フェンスで囲まれているため、建設予定の敷地内に立ち入ることはでき

ませんが、現況を確認したい場合は、都にて立会いの上対応いたしますので、別途御連絡

ください。なお、令和５年９月７日（木曜日）に開催する事業者説明会の際に、現地見学
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の時間を設ける予定です。 

 

５ 貸付条件等 

  当該都有地を賃貸借する事業者（以下「借受者」という。）は、以下の条件により都と借 

地借家法（平成３年法律第９０号）第２２条に規定する定期借地権設定契約を締結するもの 

とします。 

（１）貸付期間 

  ５０年 

（２）貸付開始時期 

借受者の決定後、契約を締結し、貸付けを開始します。ただし、当該施設の建設に当た 

って施設整備費の補助を利用する場合には、契約締結の前に補助決定の内示を得ているこ

とが必要です。 

（３）貸付料 

定期借地権設定契約の締結時点において、土地の評価をした上で、正式な貸付料を決め 

ることになります。 

事業計画策定に当たっての参考額については、令和５年９月７日（木曜日）に開催する 

事業者説明会で情報提供いたします。 

（４）保証金 

借地料の３０か月分（利息を付さないものとします。） 

なお、５（１１）の規定により、貸付料の増額改定があった場合には、改定後の貸付料

を基に新たな保証金を算出し、既納の保証金との差額を追加で納付していただくことがあ

ります。 

（５）支払方法 
ア 貸付料 

都が発行する納入通知書により、四半期ごとに支払うものとします。貸付料の起算日

は、契約により定めます。起算日が月の途中になった場合には、その月の貸付料は、１

月を３０日とする日割り計算によって算出します。 

なお、貸付料の支払が遅れた場合には、東京都公有財産規則（昭和３９年東京都規則

第９３号）第３８条の２の規定により計算された額の延滞金を徴収します。 

イ 保証金 

都が別途指定する日までに支払うこととします。 

（６）定期借地権の登記 

定期借地権の設定登記は認められません。 

（７）用途の指定 

借受者は、当該都有地を「２ 公募施設及び規模等」に定める障害福祉サービス事業所と

して使用しなければなりません。 

なお、都の承諾なく目的外に利用した場合や、第三者に転貸した場合は、借受地を原状

回復の上、返還していただきます。 

（８）施設整備 

当該都有地で事業を行うために必要な施設、設備等は、借受者の負担で設置してくださ 
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い。 

なお、施設整備費の補助を利用する場合には、別途補助協議が必要になります（「６ 

整備費補助（予定）について」参照）。 

（９）維持管理 

施設、設備等の維持管理に係る費用は、借受者が負担することになります。 

（１０）土地の返還 

貸付期間満了のとき、借受者側の理由により賃貸借契約を解除したとき又は都により賃

貸借契約が解除されたときは、直ちに借受者の負担により当該都有地の施設、設備等の撤

去等を行い、現状に回復させ、返還することになります。 

（１１）貸付料の見直し 

ア  貸付料は、土地の引渡しの日から、原則として３年ごとに都と借受者との協議の上

で、改定できることとします。 

なお、改定賃料は、賃料改定年の前年の年平均の総務省統計局発表の消費者物価指数 

と、従前の賃料決定時の前年の年平均の総務省統計局発表の消費者物価指数とにより算

出するものとします。 

イ  アにかかわらず、土地価格の変動等により近隣の土地の貸付料と比較して不相当とな

った場合又は貸付対象施設に関する補助制度の変更等の状況の変化があった場合には、

都は貸付料を改定することができることとします。 

（１２）その他 

  契約の解除その他の事項については、都が定める契約書によります。 

 

６  整備費等補助（予定）について 

（１）都の補助制度 

本事業は、社会福祉施設等施設整備費国庫補助金に基づく、令和６年度の障害者（児）

施設整備費補助の補助協議対象となります。参考として令和４年度の補助基準単価をお示

しします。 

事業計画作成にあたっては、下記単価を参考にしてください。 

なお、活用できる補助制度は、国、都の予算状況により変更する場合があります。 

ア 補助基準額 

（単位：円） 

 

（単位：円） 

（１ユニット当たり） ２６,４００,０００

エレベーター等設置整備加算 （１施設当たり） ２,１００,０００

（１人当たり） ３,３００,０００

（１施設当たり） ９,６７０,０００

（１ユニット当たり） ４,５００,０００

短期入所整備重度化等対応加算 （１人当たり） ６７５,０００

事業（施設）の種類
【令和4年度】

　施設整備基準単価（都）

重度化等対応加算
※エレベーター等設置整備加算との併用不可

共同生活援助事業所

利用定員（４～１０人）

短期入所整備加算

相談支援整備加算
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イ 補助金交付額 

   アで算出した補助基準額の合計額と、対象経費の実支出額の合計額（ただし、総事業費 

から寄付金その他の収入額を控除した額がこれを下回る場合はその額）に補助率３／４を

乗じて得た額とを比較していずれか少ない方の額の範囲内の額（１，０００円未満切捨

て） 

ウ 補助金内示・着工までのスケジュール 

    令和６年  ４月頃  事業計画説明会 

      同年  ６月頃  事業計画書提出 

      同年  ８月頃  都補助協議書提出 

    令和７年  ８月頃  補助金内示 

      同年  同月以降 施設整備事業に関わる入札 

土地貸付契約締結 

               工事請負契約締結・着工 

（２）板橋区の補助制度 

本公募により選定された事業者が、質の高い福祉サービスを継続的に安定して提供でき

るよう、予算の範囲内で下記に関する補助を行う予定です。詳細については、令和５年９

月７日（木曜日）に開催する事業者説明会にてお伝えします。 

   ア 施設整備費補助 

   イ 開設準備経費補助 

   ウ 施設運営安定化補助（共同生活援助、短期入所、生活介護の各事業） 

 

７  施設整備及び運営に関する基本的事項 

施設の建築、運営に際しては、該当する以下の法令等及び条件を遵守していただきます。 

なお、施設整備等に関する補助制度の利用を予定する場合には、それぞれの補助基準に合

致した計画であることが必要です（「６ 整備費補助（予定）について」参照）。 

（１）遵守すべき法令等 

ア  障害者総合支援法 

イ 社会福祉法 

ウ 建築基準法及び関係法令 

エ 東京都建築安全条例（昭和２５年東京都条例第８９号） 

オ 消防法（昭和２３年法律第１８６号）及び関係法令 

カ 労働基準法（昭和２２年法律第４９号）及び関係法令 

キ 障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律（平成２３年法律第

（１人当たり） ４,８２０,０００

（Ⅰ）エレベーター （１人当たり） ３５０,０００

（Ⅱ）スプリンクラー （１人当たり） ２７０,０００

（１施設当たり） ４２,９００,０００

本体

事業（施設）の種類

生活介護

【令和4年度】
施設整備基準単価（都）

重度化等対応加算

就労・訓練事業等整備加算
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７９号） 

ク 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６５号） 

ケ 高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（平成１８年法律第９１号） 

コ 個人情報の保護に関する法律（平成１５年５月３０日法律第３０号） 

サ 東京都障害者への理解促進及び差別解消の推進に関する条例（平成３０年東京都条例

第８６号） 

シ 東京都指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例（平

成２４年東京都条例第１５５号） 

ス 東京都指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営の基準に関する条例施行

規則（平成２４年東京都規則第１７５号） 

  セ 東京都福祉のまちづくり条例（平成７年東京都条例第３３号） 

ソ 東京における自然の保護と回復に関する条例（平成１２年東京都条例第２１６号） 

タ 東京都景観条例（平成１８年東京都条例第１３６号） 

チ 東京のしゃれた街並みづくり推進条例（平成１５年東京都条例第３０号） 

ツ 高齢者、障害者等が利用しやすい建築物の整備に関する条例（建築物バリアフリー条

例）（平成１５年東京都条例第１５５号） 

テ 都市緑地法（昭和４８年法律第７２号） 

ト 文化財保護法（昭和２５年法律第２１４号） 

ナ 板橋区大規模建築物等指導要綱 

ニ その他、関連する板橋区の条例、要綱等 

ヌ その他、建築確認申請に伴い必要な条例等 

ネ 施設整備費補助に係る障害者施設等工事請負契約手続き基準 

なお、ここに掲げる法令等が全てではありませんので、御注意ください。 

（２）施設整備に関する条件 

ア  施設建設に当たっては、地域住民や施設に対し十分な説明を行うとともに、誠実に対

応してください。ただし、本公募による借受者として選定されるまでは、都又は板橋区

が主催する場以外で、個別に地域住民に対する説明や調整等は行わないでください。 

イ  地域の状況を把握し、周辺環境と調和した建物としてください。都、板橋区及び地域

の要望を踏まえて施設の設計等を変更していただく場合があります。 

ウ 必要に応じて駐輪スペースを整備してください。   

エ  貸付予定地の隣地では高齢者施設が運営を行っています。運営に支障のないように配

慮してください。また、周辺の都有地においても施設整備が予定されております。施工

に際しては、各工事の関係者間で必要な調整を十分に行い、的確な施工管理を行ってく

ださい。工事車両の通行に際しても十分な安全対策を講じるとともに、砂ぼこりや騒音

についても近隣への影響を最小限に抑える対策を講じてください。 

オ 車両の進入路について 

  車両の進入路は、北側区道の進入口から南北構内通路を通る予定です。南北構内通路

から南側都道４２０号線への通行は予定していません。 

  当該敷地の北側に接する東西通路は、緊急車両以外の通行はできませんので、南北構

内通路側に、駐車場及びサービス車両の寄り付きスペースを設ける必要があります。 
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事業者が施設を整備する際の工事車両等については、南側都道４２０号線の進入口か

ら南北構内通路を通るようにしてください。 

  なお、工事車両の通過等により南北構内通路が損傷しないための保全措置や、損傷し

た場合の原状回復については、事業者の負担で行ってください。 

  また、南北通路から当該敷地への車両進入用として、歩道を切り下げしているため、

車両進入路を変更する場合は、事業者の負担で実施してください。 

  さらに、南北通路の歩道には、点字が整備されていますので、整備に合わせた点字へ

の修正は、事業者の負担で実施する必要があります。 

カ 地盤の高さについて 

板橋キャンパス全体の整備計画を踏まえ、南北構内通路と敷地の高さを合わせるた

め、盛土等の土地造成工事を事業者の負担で行うことになります。 

なお、地盤調査や高低測量についても、事業者の負担で実施してください。 

キ 電気、ガス、水道、下水道については、すべて南側都道４２０号線に接続するものと

します。 

  電気の引込みに当たっては、地中引込みを基本とします。地中引込みの場合、地中配

管を事業者負担で設置するとともに、高圧キャビネットの設置スペースが必要になりま

す。地中引込みが困難な場合は協議することとします。 

ク デザイン 

建物及び外構のデザインについては、一団地内全体の調和を崩さないよう留意するも

のとし、既存の東京都健康長寿医療センターとの連続性・一体性を踏まえた設計として

ください。 

  ケ 南北通路側及び東西通路側に、街灯を事業者負担で設置してください。 

 なお、街灯のデザインについては、一団地内の他の既存街灯と一体性を保つ必要があ

ります。 

  コ 建築確認申請 

    板橋区都市整備部建築指導課または民間審査機関へ申請してください。 

サ 一団地内に別途都が施工する建物等整備について 

    一団地内においては、別途都が、社会福祉施設建替え促進用仮移転施設及び防災備蓄

倉庫新築工事、広場等整備工事を実施します。 

（３）運営に関する条件 

 ア 基本協定の締結 

   借受者決定後、提案された事業を確実に実施していただくために、板橋区と借受者と

の間で基本協定を締結していただきます。 

 イ 事業実施期間 

   本公募に基づいて整備する施設は、都及び板橋区がやむを得ないと認める事情がある

場合を除き、貸付期間満了日まで継続して事業を実施していただきます。 

 ウ 事業所の利用者 

   本事業所は、利用希望者が多数の場合は、板橋区民の利用を優先とします。 

 エ 支援の体制 

   本事業所では、重度重複障害者、医療的ケアが必要な障害者を支援します。どのよう
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に支援していくのか、支援に従事する職員の職種、経験、保有資格、勤務体制、施設及

び住まい等と本事業所の間の送迎など具体的に提案してください。 

また、共同生活援助における重度重複障害者や生活介護における重症心身障害者への

支援について同様に提案してください。 

 オ 福祉サービス第三者評価 

   福祉サービス第三者評価を定期的に受審してください。 

 

８  事業者説明会 

本事業についての事業者説明会を開催します。応募を予定（検討を含む。）している事業

者は、必ず事業者説明会に参加してください。 

なお、設計、建築、コンサルタント会社、行政書士等の関係者のみの出席は不可です。 

（１） 日時 

令和５年９月７日（木曜日）午後２時から３時まで 

（２） 会場 

板橋区立グリーンホール ７０３会議室（板橋区栄町３６－１） 

（３） 内容 

  ア 公募要項について 

  イ 板橋区の補助制度について 

ウ その他（現地確認等） 

（４） 申込方法 

   令和５年９月５日（火曜日）午後５時までに、別添「参加申込書」（１８ページ）を下

記アドレスまでメールにより提出してください。 

  （送信先）東京都福祉局障害者施策推進部施設サービス支援課 

生活基盤整備担当宛 

S1140704＠section.metro.tokyo.jp 

 

※メールの件名は「【法人名】９月７日事業者説明会参加申込」としてください。 

（例）【社会福祉法人〇〇会】９月７日事業者説明会参加申込 

※メール送信後、必ず電話にてメールの到達確認をしてください。（午前９時３０分 

から午後５時まで。ただし、土曜日、日曜日を除く。）。 

（５）その他 

   事業者説明会には、公募要項・様式をお持ちください。 

 

９ 質疑及び回答 

（１）質疑者の資格 

「８ 事業者説明会」に参加した事業者とします。 

（２）質疑の方法 

必要事項及び質疑の内容を別添「質問票」（１９ページ参照）に記載の上、メールにより提

出するとともに、必ず電話にて到達確認をしてください。これ以外の方法（電話、訪問等）
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による質問はご遠慮ください。 

質問については、法人内で精査し、取りまとめの上、提出してください。 

（３）受付期間及び送付先 

ア 受付期間 

 令和５年９月１３日（水曜日）から９月１５日（金曜日）まで 

 ※最終日午後５時までに受信したものを有効とします。 

 ※必ず電話にて到達確認をしてください（午前９時３０分から午後５時まで。ただ 

し、土曜日、日曜日を除く。） 

（４）回答方法 

令和５年１０月３日（火曜日）を目途に、全ての質疑回答書を全事業者説明会参加者に送

付します（質疑を行った方に対する個別回答は行いません。）。 

質疑回答書は、公募要項と一体のものとして、要項と同等の効力を有するものとします。 

 

１０ 応募申込書類の提出 

本公募への申込みを希望する事業者は、次により応募申込書類を提出してください。都にこ

れらの書類を提出した事業者を応募申込者とします。 

（１）提出書類・日時及び場所 

提 出 書 類 提出日時及び場所 

① 応募申込書 

② 事業計画者連絡先 

③ 定款 

④ 法人登記簿謄本 

⑤ 事業者概要 

⑥ 決算書関係 

【詳細は、２０ページ参照】 

※Ａ４ 片面印刷 

① 日時 

令和５年１０月３１日（火曜日）から 

１１月２日（木曜日）まで 

時間：午前９時３０分から午後５時まで 

※提出に際しては、電話予約の上、来庁

願います 

②  場所 

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

東京都庁第一本庁舎３１階中央 

東京都福祉局障害者施策推進部 

施設サービス支援課生活基盤整備担当 

電話： ０３（５３２０）４１５２ 

（２）提出部数・つづり方 

ア 正本２部を提出してください。 

提出書類は、ファイル（Ａ４・縦型・左とじ）でつづり、表紙及び背表紙に事業名・法

人名を記入し、書類名にインデックスを付して提出してください。 

  イ CD-ROM２枚 

    提出書類のデータを記録したものを提出してください。 

 

１１ 借受申請書類の提出 
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応募申込者は、次により借受申請書類を提出してください。 

都にこれらの書類を提出した事業者を応募者とします。所定の期間内に申請書類が提出さ

れなかった場合には、応募を辞退したものとみなします。 

「１２ 事業運営に関する提案内容」、「１３ 建築に関する提案内容」に沿って提案してくだ

さい。 

なお、提出締切日以降の計画内容の変更は受け付けません。 

（１） 提出書類・日時及び場所 

提出書類 提出日時及び場所 

① 借受申請書 

② 事業計画 

③ 図面等 

④ 詳細計画 

⑤ 印鑑証明書 

⑥ 預金残高証明書 

⑦ 理事会議事録 等 

※詳細は、事業者説明会参加申込者に別 

途配布 

※Ａ４ 片面印刷 

① 提出日時 

令和５年１２月１日（金曜日）から 

１２月５日（火曜日）まで 

時間：午前９時３０分から午後５時まで 

※提出に際しては、電話予約の上、来庁願 

います。 

② 提出場所 

東京都新宿区西新宿二丁目８番１号 

東京都庁第一本庁舎３１階中央 

東京都福祉局障害者施策推進部 

施設サービス支援課生活基盤整備担当 

電話：０３（５３２０）４１５２ 

（２）書類作成上の留意点 

ア 提出部数・つづり方 

（ア）正本２部 

ファイル（Ａ４·縦型・左とじ）でつづり、表紙及び背表紙に事業名・法人名を記 

      入し、書類名にインデックスを付して提出してください。 

（イ）副本１０部 

ファイルの表紙を含めて全ての書類に法人が特定できる名称、ロゴマーク等は一切 

使用しないでください。 

また、副本は、上記（１）の提出書類欄の②から④までについてのみ作成してくださ

い（詳細は、別途配布する記載要領等を参照）。 

ファイル（Ａ４•縦型・左とじ）でつづり、書類名にインデックスを付して提出して

ください。 

   （ウ）CD－ROM２枚 

      提出書類のデータを記録したものを提出してください。 

イ 追加書類の提出・ ヒアリングの実施 

都及び板橋区が必要と認める場合は、追加書類の提出を求め、又はヒアリングを実施す 

ることがあります。 

ウ 著作権の帰属等 
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応募申込書類及び借受申請書類等の著作権は、応募申込者及び応募者に帰属します。た

だし、都及び板橋区は、借受者の公表等必要な場合には、応募申込書類及び借受申請書類

等の内容を無償で使用できるものとします。 

なお、提出書類は、理由のいかんを問わず返却しません。 

エ 費用の負担 

本公募に関し必要な費用は、応募申込者及び応募者の負担とします。 

オ 使用言語及び単位 

提出書類における言語は日本語、単位はメートル法を使用することとします。 

カ 資料の取扱い 

都及び板橋区が提供する資料は、応募に係る検討以外の目的での使用を禁じます。 

    また、この検討の目的の範囲内であっても、都及び板橋区の了承を得ることなく、第 

三者に対して、これを使用させ、又は内容を提示することを禁じます。 

 

１２ 事業運営に関する提案内容 

応募を希望する事業者は、「７ 施設整備及び運営に関する基本的事項」を参照の上、

以下の項目に従って提案してください。 

（１）運営方針・理念 

応募の理由を明記した上で、本事業所の運営方針・理念を提案してください。 

（２）サービス内容 

ア  （１）で記述した運営方針・理念を踏まえ、利用者本位の視点に立った具体的なサー

ビス内容（相談、入浴、排せつ又は食事の介護その他の日常生活上の援助、日常生活に

おける基本的な動作の指導・知識技能の付与等の訓練内容、個別支援計画等）や設備に

ついて提案してください。あわせて、提案するサービス内容と設備についての考え方を

具体的に説明してください。 

イ 本事業所では、重度重複障害者、医療的ケアが必要な障害者を支援します。これらの

方に対するサービス提供（重度重複障害者に対する支援、医療的ケア・看護師や機能訓

練担当職員による支援、主治医や日中活動の場等との連携方法、送迎サービス、医療的

ケアが必要な障害者・重症心身障害者に対する支援の経験を踏まえたサービス等）をど

のようにするのか説明してください。 

ウ 本事業所が、地域生活支援拠点として担う機能（「緊急時の受け入れ・対応」「体験

の機会・場」）及び地域における協力体制の確保や連携について、その考え方及び具体

的な取組内容について提案してください。 

（３）利用者の権利擁護について 

契約による利用制度の下で、権利擁護、苦情解決、個人情報保護、事業の透明性の確保

の仕組み等を構築する必要があります。そこで、利用者支援の基本的な考え方及び次の 

４点を中心とする具体的な方策を提案してください。 

  ア 選択の支援、権利擁護 

契約の適正化の確保、日常生活上の自己決定の支援、プライバシーの配慮等 

  イ 苦情解決の仕組み 
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事業所内での苦情解決等 

   ウ 個人情報保護 

利用者の個人情報管理等 

  エ 事業の透明性の確保 

情報公開等 

（４）衛生管理 

    既存事業所及び本事業所における、食中毒や感染症対策等の衛生管理に関する考え方及び

具体的な対応策を提案してください。 

（５）事故防止 

   既存事業所及び本事業所における、事故防止に関する考え方及び具体的な対応策を提案 

してください。 

（６）災害対策 

   災害時の利用者の安全確保の方策や地域自治体や地域住民との連携を含め、災害対策に 

向けた取組について、具体的に提案してください。 

（７）家族との連携 

利用者の家族と連携を図る手段について、具体的に提案してください。 

（８）職員（嘱託医・看護師等の従業者含む。）について 

   ア 職員配置・勤務体制 

    本事業所を運営する上での職員体制の考え方や工夫を提案してください。 

    また、開設に向けた職員配置、職員確保について具体的に記載してください。 

  イ 管理者等 

    本事業所の管理者、サービス管理責任者とする人材について、その資質や経験及び給与

等を提案してください。 

  ウ 職員 

    職員に求める経験・保有資格、経験者と未経験者の比率、常勤・非常勤の割合、本事業

所における職員給与及び職員採用方法等について、現在の都の状況を踏まえた上で、具体

的に提案してください。 

  エ 職員のスキルアップ 

    職員のスキルアップのために現在行っていること、及び本事業所において行う具体的な

方策を提案してください。 

  オ 職場環境 

    職員がやる気を持って働くことができる環境づくりについて、既存事業所での考え方及

び実際に行っていることを記述するとともに、本事業所における良好な職場環境づくりに

ついての考え方及び具体的な方策を提案してください。 

（９）協力機関等との連携 

   バックアップ施設（共同生活援助におけるサービス提供体制の確保、夜間における緊急時

の対応等のための、他の障害福祉サービス事業所等関係機関をいう。遠距離の事業所や居宅

介護事業所などはなじまない。）等との連携体制、協力医療機関等との連携体制等を具体的

に提案してください。 

（１０）地域住民との連携 
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利用者と地域住民との交流を図る方策、地域社会への貢献及び協力体制を構築する方策に 

ついて具体的に提案してください。 

（１１）地元自治会・団体等との連携 

当該地域の福祉事業の実状を十分踏まえた上で、地元自治会、同種事業所・団体との連 

携及び協力体制を構築する方策について、具体的に提案してください。 

（１２）利用者の費用負担等 

共同生活援助について、家賃、食費、光熱水費等の利用者１人当たりの実質負担額を提 

案してください。 

なお、家賃については、本地の貸付料が減額されていることを踏まえ、利用者の負担を軽

減してください。その他のサービス事業について、費用負担を想定している場合も、利用者

１人当たりの実質負担額を提案してください。 

（１３）その他 

   都が指定した様式に従い、収支シミュレーションを作成してください。 

 

１３ 建築に関する提案内容 

（１）建築に関する提案 

  ア 設計に関する提案 

（ア） 設計に関する提案は、配置図、平面図、立面図等を用いて行ってください。 

（イ） 障害福祉サービス事業所の設計に関する基本的な考え方を述べた上で、図面上に 

意図や趣旨等を記載してください。 

（ウ） 「１２ 事業運営に関する提案内容」で記述した提案内容と設計上の対応関係を

図面に記載してください。 

   イ 設計に当たっての留意事項 

（ア） 近隣に与える影響を十分配慮してください。 

（イ） 緑化について、十分に配慮してください。 

（ウ） 工期は、適切に設定するように配慮してください。 

（２）注意事項 

  ア 設計に当たっては、法令・条例等に留意し、その定めに従ってください。特に各種斜

線制限には十分注意してください。 

また、国、都及び板橋区等から指導があった場合も同様とします。「建築に関する相

談事項と問合せ先」（２１ページ参照）を十分に確認してください。 

  イ 防火設備の設置に関する消防署の指導を遵守してください。 

 

１４  借受者の決定方法 

（１）借受者の決定方法 

土地の借受者は、板橋区長からの意見に基づき、都有地等利用事業者選定審査会の審査

により、東京都福祉局長が決定します。 

なお、審査の結果、借受者無しとする場合があります。 

また、借受者が事業の実施が困難となった場合は、再度審査会を開き、改めて借受者の

選定を行う場合があります。 
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（２）審査基準 

   都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業（障害）に関する利用事業者審査基準

（平成１９年３月２３日付１８福保障計第１３４２号。４０ページ参照）のとおりです。 

（３）審査結果の通知 

   審査の結果は、令和６年３月頃に文書で通知する予定です。 

（４）借受予定者の公表 

応募の状況、借受者として決定した事業者名及びその提案内容の概要については、東京

都公式ホームページで公表します。原則として、借受者以外の応募申込者名、応募内容等

は公表いたしません。 
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応募申込書類提出期間 

 

質疑回答 

借受申請書類提出期間 

板橋区から都へ意見書提出 

公募要項発表 

事業者説明会 

都の審査 

借受者の決定・発表 

施設整備費補助事業計画書提出 

施設整備費補助協議書提出 

賃貸借契約の締結 

代金の支払い・土地の貸付 

公募・審査の流れ 

 

令和５年  ８月２８日（月曜日） 

 

 

９月 ７日（木曜日） 

 

 

１０月上旬 

 

 

       １０月３１日（火曜日） 

      ～１１月 ２日（木曜日） 

 

 

１２月 １日（金曜日） 

～１２月 ５日（火曜日） 

 

 

 

令和６年       １月末頃 

 

 

 

        ３月頃 

 

 

  ６月下旬頃 

              ８月頃 

 

 

令和７年       ８月以降 

      （施設整備費補助内示後） 

 

 

  

Ｐ．１０ 

Ｐ．１２ 

Ｐ．１１ 
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送付先 東京都福祉局障害者施策推進部施設サービス支援課生活基盤整備担当 

 

メール：S1140704＠section.metro.tokyo.jp  

電  話：０３－５３２０－４１５２ 

 

都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業 

事業者説明会・参加申込書 

板橋区栄町３５番２（障害） 

 

【日時】令和５年９月７日（木曜日） 午後２時から午後３時まで 

【会場】板橋区立グリーンホール ７０３会議室（板橋区栄町３６-１） 

 

法人名  

所在地  

担当者名  職名  

電話番号  ＦＡＸ番号  

メールアドレス  

 

出席予定者 

（※１法人２名までとします。ご理解、ご協力をお願いします。なお、設計、建築等関係者のみの出席は不可です。） 

氏名  職名  

氏名  職名  

 

 

※ 電子メールにより令和５年９月５日（火曜日）午後５時までに提出の上、必ず電話にて到達確認

をしてください。 

※ メールの件名は「【法人名】９月７日事業者説明会参加申込」としてください。 

※ この事業者説明会への参加は、応募申込への前提条件となります。 

※ 説明会には、公募要項・様式をお持ちください。 
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送付先 東京都福祉局障害者施策推進部施設サービス支援課生活基盤整備担当 

 

メール：S1140704＠section.metro.tokyo.jp  

電  話：０３－５３２０－４１５２ 

 

都有地活用による地域の福祉インフラ整備事業公募要項 

板橋区栄町３５番２（障害） 

 

質  問  票 
 

法人名 
 

連絡先電話番号  

メールアドレス  

担当者職・氏名 
 

 

※ 質問事項１件ごとに記入してください。質問数に応じて、行の追加・削除をしてください。 

No. 公募要項 

該当箇所 

質問内容 

１ 〇ページ 

〇行目 

 

２ 〇ページ 

〇行目 

 

３ 〇ページ 

〇行目 

 

４ 〇ページ 

〇行目 

 

５ 〇ページ 

〇行目 

 

 

※ 電子メールにより令和５年９月１３日（水曜日）から９月１５日（月曜日）午後５時までに提出

の上、必ず電話にて到達確認をしてください。 

 （ただし、土曜日、日曜日を除く。） 
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様式類（応募申込書類） 

 

※様式は、別途掲載いたします。 

 
№ 提出書類 様式 

応 

募 

申 

込 

書 

提 

出 

時 
必 
要 

書 

類 

１ 応募申込書 様式１ 

２ 担当者連絡先 様式２ 

３ 法人定款（最新のもの）  

４ 法人登記事項証明書（応募申込前３か月以内に発行されたもの）  

５ 
法人代表者の印鑑証明書（応募申込前３か月以内に発行されたも

の） 
 

６ 法人の沿革・概要 様式３ 

７ 事業所一覧 様式４ 

８ 役員名簿 様式５ 

９ 代表者の経歴  

１０ 法人運営に関する基本的な考え方・理念 様式６ 

１１ 
現在、実施している全ての施設に関する資料（特色及び事業概要

等、パンフレット可） 
 

１２ 既存運営施設の指導検査結果、改善報告書（過去３か年）  

１３ 既存運営施設の第三者評価「改善すべき事項」（過去３か年）  

１４ 

決算書（令和２年度から令和４年度まで） 

※社会福祉法人の場合は、貸借対照表、資金収支計算書、事業活

動収支計算書、財産目録を提出すること。それ以外の法人につ

いては、法令等により作成が求められている計算書類を提出す

ること。 

 

１５ 財務状況チェックシート 様式７ 

 



建築確認申請について

　板橋区では建築物や工作物の確認、許可及び指導を行っております。建築確認申請、建築基準法上の

道路種別の確認等については、下記までお問い合わせください。

問合せ先：東京都板橋区二丁目６６番１号　　板橋区役所都市整備部建築指導課

内　　　　容 担当係

・建築確認申請の受付
・建築計画概要書の閲覧
・住宅用家屋証明等証明に関すること

建築庶務係

０３－３５７９－２５７１

・建築基準法に基づく道路の調査及び、指定、廃止、変更に関する
こと
・建築基準法第４３号ただし書きの許可に関すること

道路調査係

０３－３５７９－２５７６

・建築物等の確認申請の審査、検査
・バリアフリー条例、東京都駐車場条例など建築基準法に関する
　法律・条例等の審査、認定、許可に関すること

意匠審査係

０３－３５７９－２５７３

・建築物等の構造の審査、検査、耐震認定に関すること
・がけ・擁壁の調査及び指導に関すること

構造審査係

０３－３５７９－２５７９

・昇降機及び建築設備の審査、検査、定期報告に関すること
・建築物省エネ法適合性判定・届出、低炭素建築物の認定に関する
こと

設備審査係

０３－３５７９－２５７７

・違反建築物の取締り、処分に関すること
・建設リサイクルの届出及び指導に関すること
・長期優良住宅の認定に関すること

監察・調査係

０３－３５７９－２５７８

　　　「建築確認申請の流れ」などのページをご覧ください。

　　　　　都市整備部　建築指導課　　　（区役所本庁舎北館５階１６番窓口）

建築に関する相談事項と問合せ先

　　※詳細及びその他の協議先については、板橋区ホームページの「都市整備部 建築指導課」や
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〔現地案内図〕 

 

 

 

 

１ 所在地 

  東京都板橋区栄町３５番２号 

 

２ アクセス 

  東武東上線「大山」駅下車、南口・北口より徒歩４分 

  都営地下鉄三田線「板橋区役所前」駅下車、Ａ３出口から徒歩 1０分 

整備予定地 
（板橋区栄町３５番２） 

 

板橋区立文化会館 

板橋区役所 

大山駅 

板橋区役所前駅 

● 

● 
東京都健康長寿医療センター 

● 

● 板橋区立グリーンホール 



[ここに入力] 
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貸付対象は、35-11、35-14、35-16 及び 35-17 
（35-17 は地下部分のみ貸付） 
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